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研究成果の概要（和文）：　本研究は、1950年代前半までの日本教職員組合（日教組）の平和運動・平和教育を
研究対象に据え、どういう経緯で平和四原則路線が選択されたのか、平和運動と平和教育との関係や距離はどう
だったのかを、史料を発掘・整理しながら分析した。
　分析から明らかになったのは、講和問題や安全保障問題をめぐる諸対立をはらんだ政治的・社会的諸潮流の中
で、中央執行委員会における平和運動の主導権が、教育文化部から企画委員会へと移り、総評左派が掲げる平和
運動が選ばれたこと、50年代前半にはまだ日教組中央が着手した平和教育の実体はなく、全国教研集会における
平和部会の決定は、日教組の決定ではなかったことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： This study investigates the Japan Teachers’ Union (JTU) ’s peace activism
 and peace education in the first half of the 1950s.I sought to answer the questions of how JTU came
 to choose its particular track of peace activism (complete and overall peace) and how JTU’s peace 
activism and peace education were related while identifying and contextualizing relevant historical 
documents. 
 In the midst of political and social currents entailing various conflicts related to Japan’s peace
 settlement and national security, JTU chose the particular track of peace activism laid out by the 
General Council of Trade Unions of Japan; underlying this choice was a change in leadership within 
the JTU Central Executive Committee. The type of peace education initiated by JTU did not exist in 
the first half of the 1950s.The decisions of the peace subcommittee at the JTU’s National 
Conference for Educational Research (NCER) that later became an issue were not JTU’s decisions.

研究分野：教育社会学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、戦後の平和教育論や平和教育実践の歴史的性格をその出発点にさかのぼって明らかにした。特に安
易な政治的レッテル貼りがなされやすい日教組における平和運動・平和教育のスタートを実証的に検証すること
で、当時存在していた、多様な平和運動論の文脈が明らかになった。日教組の平和運動―平和教育論の性格を多
面的に理解できたことは、教育学分野への貢献にとどまらず、これからの時代の平和運動・平和教育論の足場と
して、どういう意義や限界を持つのかを、冷静に議論できる理論や概念を提示することにつながった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
安全保障関連法案が 2015年に法制化され、現在、憲法９条を中心とした憲法改正の議論が動
いている。この安全保障の問題と憲法改正とをどう捉えるのかによって政治的な対立の構図が
生まれているのが現在の政治状況である。本研究の着想は、この現代的な課題に平和教育が向き
合おうとするとき、これまでの平和教育をとらえ直すための理論的・概念的な道具立てが十分で
ないのではないか、という点に行き当たったことに由来している。 
本研究が対象とする講和期は、率直で豊穣な議論が闘わされていた時期として注目できる。冷
戦構造を背景として全面講和か単独講和かといった議論が国論を二分しており、そこでは多様
な平和論、平和運動論が展開されていた。その中から平和教育論が登場してきたことを考えると、
あらためてここに立ち戻る必要があった。 
講和期に、どのような「平和」の議論があり、どのような選択肢があった中で、日教組は絶対
主義的平和を選択したのか、それがどのように初期の平和教育実践につながっていったのかを
再検証することで、現在の「平和」を考える議論に対して、より広がりのある理論や概念を提示
できるのではないかと考えた。 
平和教育の実践は、特に 1970年代以降、日本国憲法・教育基本法に基づく実践として、多く
の蓄積を積み上げてきた。しかし、意外なことに、1950年代初頭における平和教育の出発点に
ついては、一面的な視点での整理にとどまり、十分な研究がなされていない。その結果、戦争へ
の反省を強調し当時の平和教育の登場をロマン化するもの（1970年代以降に書かれた平和教育
史など）か、逆に、革命運動や党派的な運動などとダイレクトに結びつけて政治主義へと矮小化
して解釈をするものが並列しているに過ぎない。結果的に、山口日記事件（1953年）、旭丘中学
事件（1954年）といった、政治問題化した事例のみがクローズアップされ、当時の平和教育実
践全体もまた過度に単純な像で理解されてきてしまっている。問題の焦点は、一方の見方では平
和教育が政治を超越した普遍性をもつことを前提に据えてしまうことで、平和教育出発時の運
動や実践をとりまいた政治的な文脈を無視しており、もう一方の見方では、平和教育の出発点を
ダイレクトに当時のマクロな政治的な文脈と乱暴に短絡させて説明しようとしてきた点にある。 
それを乗り越えるために本研究が設定した視点は、歴史をたどり直して、出発点におけるさま
ざまな多様性を確認しつつ、内部の論争や対立の構図や、報道などで言説化されたものと実態と
のズレを確認していく作業である。具体的には、1940年代末～50年代前半期における教育分野
での平和運動・平和教育の主要な担い手であった日教組と単位組合（単組）とが、当時の多様な
「平和」論、多様な潮流の平和運動の展開、多様な試行としての平和教育実践論にどう向き合っ
たのかを丁寧に再検証してみる、という視点である。それらの多次元の言説や実践に対して、日
教組と単組において、何が組織内で議論され、何が選ばれていったのか、それはなぜだったのか
を、当時の時代状況と関わらせながら究明しようと考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、1950年代前半までの日本教職員組合（日教組）において、①どういう経緯で総
評左派的な平和四原則路線が選択されたのか、②平和運動と平和教育との関係や距離はどうだ
ったのか、③平和教育としてどういう目標や手法の実践が全国で展開していったのか、④「偏向
教育」とされた事例への組織的対応が本当はどうだったのかを、日教組及び単組が所蔵する一次
史料を発掘・整理しながら考察する。戦後初期の平和教育論の形成過程に関する研究はこれまで
不十分で、当時存在した平和運動の多様な流れやそこにあった論争や政治的葛藤が無視されて
きている。その結果、平和教育の歴史は、左からは過度に心情化・ロマン化され、右からは矮小
化された像で描かれてきている。本研究は、戦後日本の平和教育の登場の動きを立体的にたどり
直すことを通して、その後の平和教育の多様な広がりをより繊細な理論や概念で把握し直すた
めの枠組みを提示することを、最終的な目的としている。 
 
３．研究の方法 
多様な潮流や議論を整理するため、本研究では日教組という組織の内外・上下におけるさまざ
まアクター間のちがいに注目する。すなわち、日教組内部にみられた多様な考え方（平和運動を
強調する婦人部と経済闘争を重視する他の部局との関係、中央執行委員会内でのさまざまな立
場の中執グループなど）、日教組と個々の単組（都道府県などを単位とした組合）の間でのちが
い、日教組と上部団体との関係（ナショナルセンターとしての総評や、中央での共闘組織として
の平和問題推進協議会など）、日教組の運動に影響を与えていた他のアクター（教育学者や岩波
知識人、民間教育運動家など）の動きなどを検討する。 
研究の進め方では、どのアクターに注目するかによって、図１のように、A：日教組内部の相
互関係及び日教組と他労組との関係、B：日教組と学者・知識人、民間団体との関係、C：中央お
よび単組における教研活動・教育実践、の３つの分析グループを組織し、それぞれが分担して作
業を進め、上記（２）の①～④に関する知見を積み上げつつ、相互につき合わせて、平和運動の
広がりや展開と平和教育実践の登場・展開とを重層的に把握していく。 
 最終年度にそれぞれのグループから得られた知見を組み合わせて全体像を描きつつ、戦後の



平和教育史を読み替えていく
ための理論や概念を練り上げ
ていく。 
研究期間における研究は、
以下のようなスケジュールで
進めた。2018 年度から 19年度
の２年間は、史料の発掘と整
理に重点を置き、日教組が所
蔵する未整理の史料の整理を
進めながら、順次業者に委託
してデジタル化を進めた。中
根式で書かれた速記史料は日
本速記協会の関係者に解読を
依頼した。単組が所蔵する史
料は初年度の所蔵史料調査を
ふまえて、2019 年度に必要な
ものをデジタル化して研究に
利用した。2020 年度から 21 年

度の２年間は、主に分析作業に充て、各グループでの検討と、グループ横断的な検討とを組み合
わせて進めた。 
 
４．研究成果 
本研究は、従来非公開であったため利用されてこなかった、日教組所蔵史料の中の平和運動／
平和教育に関する史料を活用する点で新しいだけでなく、戦後の平和教育論や平和教育実践の
歴史的性格をその出発点にさかのぼって明らかにした点で、斬新な成果が得られた。 
 特に、①従来の保守―革新といった単純すぎる二分法を超えて、当時最左派の日本共産党から
保守政党の一部までが幅広く全面講和論にコミットしていた時期があったことなど、当時の多
様な平和運動論の文脈をおさえることで、当時の日教組が中心になってスタートさせた教育分
野での平和運動―平和教育論の性格をより多面的に理解することができた。②総評や平和運動
諸団体、教育学者や知識人など多様なアクターと日教組との関係を整理することによって、教育
史の分野においてだけでなく、政治史・政治思想史、労働運動史、社会運動史の分野にもインパ
クトのある新たな知見がもたらされることになる、③安易な政治的レッテル貼りがなされやす
い日教組における平和教育を、その出発点に立ち戻って実証することで、日教組を中心にした従
来の平和教育論が、今後の時代の平和教育論の足場としてどういう意義や限界を持つのかを、冷
静に議論できるようになる新たな理論や概念を提示できた。 
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